
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

関東地方整備局用地部

関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会 通常総会開催

令和元年５月１５日（水）

（１）協議会運営手続きについて

協議会運営要領を定め、総会の公開等について決定しました。

（２）今後の活動について

令和元年度事業計画を定め、市町村アンケート（用地取得事
務の実態等に関する調査）の実施や連続実務セミナーの開催
など、協議会年間スケジュールについて決定しました。

（３）その他

法制審議会の動向など、所有者不明土地問題に関する検討の
動きを情報共有しました。

〈通常総会における議題等〉

所有者不明土地問題を含む公共用地の取得に関する市町村の支援と「所有者不明土地の利用の
円滑化等に関する特別措置法」の円滑な施行を図ることを目的として設立された、「関東地区所有者
不明土地等に関する連携協議会」（以下「協議会」といいます。）の令和元年度通常総会を、協議会規
約第７条に基づき開催しました。（出席者４７名）

〔会長の挨拶〕

〔通常総会の様子〕



令 和 元 年 ５ 月 １ ５ 日 

 

 令和元年度 

 

関東地区所有者不明土地等に関する 

連携協議会通常総会 次第 

 

 

日  時 ： 令和元年５月１５日（水）１１：００～１２：００ 

場  所 ： さいたま新都心合同庁舎２号館 ５階  共用大会議室５０１  

 

進 行：関東地方整備局 用地企画課長 

 

 

１．開 会 

 

２．あいさつ 

   関東地方整備局長あいさつ 

 

３．議 題 

（１）協議会運営手続について （資料１） 
・協議会運営要領（案）         

・協議会会長代行職（案） 

・幹事（案） 

 

（２）今後の活動について 
①令和元年度事業計画（案） （資料２） 

②令和元年度事業計画年間スケジュール（案） （資料３） 
③市町村アンケート（案）                 （資料４） 
 

 （３）その他 

 

４．閉 会 





資料１

関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会運営要領（案）

（趣  旨）

第１条  関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会規約（以下「規約」という。）

第１０条に基づき、協議会の運営に関して必要な事項を定めるものとする。

（総会の公開）

第２条  総会は、原則公開とし、議事の要旨は、総会開催後速やかにホームページに掲

載するなどの方法により公開するものとする。ただし、特段の理由があるときは、総

会を非公開とすることができるものとする。

２  前項ただし書きの場合においては、その理由を明示し、議事の要旨を公開するもの

とする。

（会長代理）

第３条  規約第５条第３項に規定する会長が指名する職務代行者は、国土交通省関東地

方整備局用地部長とする。

（幹  事）

第４条  規約第６条第１項に規定する会長が指名する幹事は、別表のとおりとする。

（会  議）

第５条  総会等における議事は、構成員の総意をもって決する。

２  総会等の審議事項において、総会等に出席できない者で意見等がある場合は、総会

等の開催日の７日前までに書面をもって、事務局あてに意見書（任意様式）を提出す

るものとする。

３  幹事会の会議は、審議に緊急を要する等やむを得ない場合は、文書や持ち回りでの

意見聴取も可とする。

４  規約第８条第４項各号に規定する幹事会審議事項については、幹事会開催前に幹事

以外の県・政令市に照会し、意見聴取を行うものとする。

附  則

この要領は、令和元年５月○○日から施行する。
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資料１

別  表

関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会幹事会構成員名簿

○会 員

常任幹事

国土交通省関東地方整備局

法務省東京法務局

東京都

代表幹事

各  県

北関東ブロック 南関東ブロック

１ 茨城県 １ 千葉県

２ 栃木県 ２ 神奈川県

３ 群馬県 ３ 山梨県

４ 埼玉県 ４ 長野県

各政令市

１ さいたま市

２ 千葉市

３ 横浜市

４ 川崎市

５ 相模原市

※代表幹事については、任期２年とし名簿順の輪番制とする。

○協力会員

幹 事

関東弁護士会連合会

関東ブロック司法書士会協議会

埼玉県行政書士会

埼玉土地家屋調査士会

関東甲信不動産鑑定士協会連合会

公益社団法人  東京都不動産鑑定士協会

一般社団法人  日本補償コンサルタント協会関東支部
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資料２

関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会 

令和元年度事業計画（案） 

〔１〕総  会

１  期 日  ：  令和元年５月１５日（水）１１：００～１２：００

２  場 所  ：  さいたま新都心合同庁舎２号館５階共用大会議室５０１

３ 予定議題  ：  ①協議会運営要領（案）について

②協議会会長代行職（案）について

③幹事（案）について

④令和元年度事業計画（案）について

⑤令和元年度事業計画年間スケジュール（案）について

⑥市町村アンケート（案）について

⑦その他

〔２〕幹事会

 項目

回 時  期 場  所 議 題

第 1 回 平成３１年

４月１８日（木）

さいたま新都心 

合同庁舎２号館 

５階会議室 

①協議会運営要領（案）について

②協議会会長代行職（案）について

③幹事（案）について

④平成３１年度事業計画（案）について

⑤平成３１年度事業計画年間ｽｹｼﾞｭｰﾙ（案）について

⑥市町村アンケート（案）について

⑦その他

第 2 回 令和２年 

3月中旬

さいたま新都心 

合同庁舎２号館 

５階会議室 

（予定） 

①令和元年度事業報告

②支援メニューの決定

③令和２年度事業計画（案）の検討

④その他
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資料２

〔３〕市町村アンケートの実施（市町村等における用地取得事務の実態等に関する調査） 

・市区町村へのアンケートの配布、回答（４２０自治体）  …５月中旬～６月中旬

・アンケート結果の集計（事務局） …６月中旬～７月下旬

・支援要望内容分析、支援メニュー案検討（事務局） …７月中旬～８月下旬

・支援メニュー案について会員及び協力会員へ意見照会 …９月上旬～９月中旬

（アンケートの集計結果の報告を含む）

・会員及び協力会員からの意見取り纏め …１０月

・支援メニュー案に対する検討資料作成 …１１月～１月

・幹事会資料作成（ＷＧ設置の必要性検討） …２月末まで

〔４〕連続実務セミナー

（１）講演会

１）テーマ案：所有者不明土地の現状と課題について（調整中）

２）会 場：さいたま新都心合同庁舎１号館２階講堂

３）日 程：６月中旬（予定）

（２）セミナー

１）テーマ案

・所有者不明土地法ガイドライン

・所有者不明土地の現状と課題

・所有者探索の手引き（仮称）

・官民連携ガイドブック

・関連諸制度の紹介

・その他（地方自治体の要望を踏まえ検討）

  ２）会    場：さいたま新都心合同庁舎１号館及び２号館（予定）

  ３）日    程：５回程度／年

〈参考〉平成３０年度用地行政３アップ連続実務セミナー開催実績

実施日 内 容 講 師 対 象 者

① 6 月 1 日 土地評価、不動産鑑定評価 職員、外部講師（不動産鑑定士）

直轄職員 

関東用対連会員（市町村を含む。） 

② 6 月 20 日 建物、工作物、立竹木、通損補償 内部職員

③ 7 月 23 日 積算チェック（建物、工作物、立竹木、通損） 外部講師（補償コンサルタント協会） 

④ 9 月 3 日 営業補償、公共補償、事業損失 内部職員

⑤ 10 月 5 日 用地取得関連税制 外部講師（税理士）

⑥ 11 月 15 日 不動産登記（相続登記と戸籍） 外部講師（司法書士）

⑦ 12 月 5 日 土地収用制度（事業認定、裁決申請）事業認定申請の手引き 内部職員
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 資料３

１１月

１２月 中旬 準備会 規約及び総会式次第等説明

１月

２月 ２／５ 設立総会 協議会設立手続き、意見交換等

３月 ３／１３
幹事会

（準備会）
・運営要領、平成31年度事業計画等の事務局案事前説明
・翌年度への引継ぎの依頼

４月 ４／１8 幹事会
・運営要領案、平成31年度事業計画案等の審議及び決定
・講演会、講習会調整開始（内容、講師、会場等）

５月
５／１５

ＡＭ
総会

・運営要領案、令和元年度事業計画案等の審議及び決定
・アンケート配布（整備局→都県→各市町村）

６月
・アンケート回収（各市町村→整備局）
※電子メールで用地部用地企画課あて提出。

７月 ・アンケート結果の集計、支援要望の分析、整理

８月 ・支援メニュー事務局案の検討

９月
・支援メニュー事務局案の意見照会等
        （会員及び協力会員）

１０月 ・支援メニュー案に対する意見取り纏め

１１月
・支援メニュー案に対する

検討資料の作成

１２月

１月

２月
・幹事会資料の作成
（ＷＧ設置の必要性検討）

３月 中旬 幹事会
令和元年度事業実施結果報告
令和２年度事業計画（案）等の検討

４月 中旬 幹事会 令和２年度事業計画（案）等の審議及び決定

５月 中旬 総会 令和２年度事業計画（案）等の審議及び決定

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 中旬 幹事会
令和２年度事業実施結果報告
令和３年度事業計画（案）の検討

令和元年度関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会年間スケジュール（案）

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

年度等 関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会の年間スケジュール案

用
地
行
政
連
続
セ
ミ
ナ
ー
及
び
講
演
会
等
の
適
宜
開
催
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資料４ 

事 務 連 絡

令 和 元 年 ○ 月 ○ 日

会  員  各  位

国土交通省関東地方整備局用地部長

（関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会事務局長）

市区町村における用地取得事務の実態等に関する調査について（依頼）

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、令和元年○月○日に開催された関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会総

会において、市町村支援に関する検討を行うにあたり、管内各市区町村あてに用地取得事

務の実態等に関する調査を実施することとなりました。

つきましては、貴（都、県）内の各市区町村（政令市を除く）に対し、別紙調査要領に

従い、調査の依頼を行っていただきますよう、ご協力をお願い致します。

なお、各市区町村からの回答につきましては、下記、国土交通省関東地方整備局用地部

用地企画課電子メールアドレスあて直接御送信いただきますよう周知をお願い致します。

また、本調査の結果は、上記の検討に用いさせていただくものであり、各市区町村から

の回答の内容によっては、後日、直接回答者の方等に対してヒアリング等を実施させてい

ただく場合がありますことを申し添えます。

〔連絡先〕

国土交通省関東地方整備局用地部用地企画課

さかき

榊
だ

田・豊田
と よ だ

・野宮
の み や

ＴＥＬ：０４８－６００－１３５８（直通）

e-mail ：ktr-261500001@mlit.go.jp
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資料４ 

別  紙

調 査 要 領

本調査は、「関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会」による市区町村における

用地取得事務の支援について検討するため、用地取得事務の体制、用地難航事案等の状況

やそれへの対応状況、国等に対する支援要望事項等を調査するものです。

調査は、関東地方整備局管内の各市区町村に対し行い、下記の流れにより依頼・集計を

行うものとします。

また、本調査の調査票（回答）は添付のエクセルデータを電子メールにより関東地方整

備局用地部用地企画課あて提出をお願い致します。

国土交通省関東地方整備局  用地部  用地企画課

関東地区所有者不明土地等に関する

連携協議会会員（都県用地担当部局）

各  市  区  町  村  用  地  担  当  課  等

１．各都県の用地担当部局の担当者に行っていただきたいこと

（１）アンケート票及び調査票を各市区町村用地担当課等の担当者あてに送付して頂いた

上、本調査の担当者（関東地方整備局用地部用地企画課  榊田・豊田・野宮）まで送付

先市区町村名を明記した上で送付完了の報告をお願いします。なお、各市区町村への送

付は令和元年○月○日（○）までにお願い致します。

２．各市区町村の担当者に行っていただきたいこと

（１）各都県の用地担当部局から受領した調査票の回答作成をお願い致します。

（２）上記により作成した回答データを、調査元の関東地方整備局用地部用地企画課に電

子メールにより返信して下さい。回答は令和元年○月○日（○）までを目途にお願い致

します。

（３）本アンケートは、平成２９年度に国土交通本省が抽出した自治体に対し、実施した

調査表をベースに作成しております。既に上記の調査にご回答を頂いている自治体の

ご担当者の方にはお手数をお掛け致しますが、時点的な修正が必要な質問もあります

ので、再度調査にご協力を頂けますようお願い致します。

３．本調査に関するお問い合わせは、下記調査担当者までにお願い致します。

〔連絡先〕 関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会事務局

（国土交通省関東地方整備局用地部用地企画課）
さかき

榊
だ

田・豊田
と よ だ

・野宮
の み や

ＴＥＬ：０４８－６００－１３５８（直通）

e-mail ：ktr-261500001@mlit.go.jp（回答書送信先）

依頼

配布

回答 
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資料４ 

別添１

記載要領

１． 公共用地の取得にかかる事務（用地取得事務）について、回答をお願い致します。

※用地取得事務……用地取得を行うに当たって必要となる関連事務とし、用地交渉

のみならず「地権者調査」「補償コンサルタント等業務発注」「用地測量」「物

件調査」「補償金算定」「収用手続き」等をいいます。

２． 期日の指定が無い場合は、原則、平成３１年４月１日時点での状況をご記入下さい。 

なお、当該時点によりがたい場合は、別途、回答時点（年月日が特定できない場合

はおおよその年月日でも可）をご記入下さい。

３． 各市区町村の担当者の方においては、回答書エクセルデータを電子メールに添付し

て頂き、本調査の担当である関東地方整備局用地部用地企画課（調査要領に記載の送

信先  メールアドレス）まで送信して下さい。データの加工・集計作業は、関東地方

整備局用地部用地企画課で行います。

 なお、各々いずれの市区町村からのデータであるかが判別できるように、ファイル

名を「令和元年調査票（○〇県○〇市）」と表記して下さい。

４． 本調査の回答内容により、ご回答いただきました各市区町村担当者の方には、追加

での調査やヒアリングをお願いする場合があるかもしれませんので、その際にはご協

力をお願い致します。
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資料４

1

②職員数（ 合計）

人

①職員数が足り ていないと 考える理由

②必要と 考える職員数

人

②用地取得事務の職員数（ 合計）

人

※複数選択可

⑦その他を 選択し た場合、 自由に記載し てく ださ い。

問4

（ 問３ で「 ②」 の場合にお答え下さ い。 ）
 用地担当職員が足り ていないと 考えるのは、 どのよう な場合ですか。 その場合、 どの程度の職員数が

必要と 考えますか。

問6 ④用地取得事務に関するマニュ アル等により 実施し ている。

⑤国や県、 他の市町村等と の間で職員を 出向又は受入するこ と によ
り 実施し ている。

[ 市区町村用]

問3

（ 問１ で「 ①」 の場合にお答え下さ い。 ）
 用地担当職員は十分な職員数が確保さ れていますか。

問5

（ 問１ で「 ②」 の場合にお答え下さ い。 ）
用地取得事務を 専任で担当する部署がない場合に、 どのよう な形で用地取得事務を 進めていますか。

（ 記入例： 建設課の職員が、 １ 事業ごと に計画、 設計、 発注手続、 工事監督、 用地取得事務、 管理等を
含めて兼任し ている。 ）

①組織名

調査票

①外部の研修に参加を し ている。

都県名 市区町村名

問1

問2

担当部課名

担当者

①組織名（ 〇〇部●●課△△係等） ※組織が多い場合は、 羅列し て下さ い。

用地取得事務を 専任で担当する部署（ 担当係がある場合を 含む。 以下同じ ） はあり ますか。

通し 番号電話番号

②内部の研修を 実施を し ている。

（ 問１ で「 ①」 の場合にお答えく ださ い。 ）
用地取得事務を 専任で担当する部署の組織名、 職員数を 記入し て下さ い。 なお、 本庁等以外に出先に

も ある場合には、 本庁及び出先ごと に記入し て下さ い。

用地事務に関する研修、 教育訓練の実施状況を お答えく ださ い（ 複数選択可） 。

⑦その他

⑥特にない

③普段の業務の中で教育訓練を 実施し ている。

  特に問５ で回答し て頂いた用地事務を 専任で担当する部署がない場合、 どのよう に用地事務に関する
研修、 教育訓練を 実施し ているかも お答え下さ い。 （ その他の自由記載欄に記載下さ い。 ）
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※複数選択可

⑧その他を 選択し た場合、 具体的な内容を 自由に記載し てく ださ い。

問9

 関東地区用対連では、 平成２ ９ 年度より 直轄の職員の外、 市町村等の職員も 含め、 用地担当職員のス
キルの向上を 図るこ と を 目的と し 、 用地関係の連続セミ ナーを 開催し てまいり まし た。 当該セミ ナーに
おいて、 実施を 希望する項目（ テーマ） 等があり まし たら 、 具体的に記入し て下さ い。

⑧その他

問11

①事業計画の反対等を 主な理由と するも の

②補償金額の不満等を 主な理由と するも の

問8

問10

過去５ 年間（ 平成２ ６ 年度～平成３ ０ 年度） で、 用地取得が難航し 長期間を 要し ている（ 要し ていた）
案件があり ますか。

問7

⑥相続人多数、 共有者多数等を 主な理由と するも の

（ 問１ ０ で「 ①」 の場合にお答え下さ い。 ）
用地取得が難航し た案件における主な理由を お答え下さ い。 （ 複数選択可、 最大３ つまで）

③代替地の要望など、 移転先不満等を 主な理由と するも の

④税制特例が適用さ れないこ と 等を 主な理由と するも の

⑤公図混乱、 境界争い等を 主な理由と するも の

⑦所有者の所在不明等を 主な理由と するも の

（ 問６ で「 ⑤」 に「 〇」 の場合にお答えく ださ い。 ）
　 どのよう な団体へ何名、 職員を 出向又は受入れているか、 具体的に記入し てく ださ い。
（ 記入例： 〇〇県土木部用地課に１ 名を ２ 年程度の任期で出向さ せている。 ）

（ 問６ で「 ①」 に「 〇」 以外の場合にお答え下さ い。 ）
  用地事務に関する研修については、 国土交通大学校、 全国建設研修センタ ー、 関東地区用地対策連絡
協議会などが実施し ている有料研修があり ますが、 それら の研修を 活用し ていない理由を 具体的に教え
て下さ い。 （ 記入例： 職員数が少なく 業務に支障が出るため派遣でき ない。 研修費用を 支出する財源が
ない。 ）
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問13

 問１ ２ で具体的事案を 記載し ていただいた場合にお答え下さ い。
 当該事案について、 用地取得や事業全体への影響の程度などを 記入し て下さ い。
 （ 記入例： 当該事案の処理により 用地取得が〇年遅延し た。 ○〇の状況により 、 未だに用地取得の目

処が立っ ていない。 ）

問14

　 用地取得に関し て、 市区町村のマンパワー不足、 ノ ウハウ不足、 財源不足と の意見が多く 寄せら れて
いますが、 具体的にどのよう な点で不足し ているか記入し て下さ い。

問12

　 平成３ ０ 年６ 月１ ３ 日付公布の「 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」 第４ １ 条に
おいて、 所有者探索に関する国土交通省職員の派遣が規定さ れたと こ ろ ですが、 所有者探索を はじ めと
し た、 用地取得事務全般を 通し て、 国等が支援や助言を 行う と し た場合、 どのよう な支援や助言を 望み
ますか。 具体的に記入し てく ださ い。
（ 記入例： 市町村単位の出前講座を 実施し てほし い。 相談窓口を 設置し てほし い。 など）

問15

　 過去５ 年間（ 平成２ ６ 年度～平成３ ０ 年度） で問１ １ の「 ⑥又は⑦」 を 理由と し て、 用地取得が難航
し た事案について、 概ねの件数、 事案の概要、 対処状況を 教えて下さ い。 （ 最大３ 事例まで）

また、 参考と なる資料を 添付し て下さ い。

①マンパワーについて

②ノ ウハウについて

③財源について
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6

業務内容 委託先

業務委託の件名 金額（ 百万円）

5 業務委託の件名 金額（ 百万円）

問17

1

業務内容 委託先

業務委託の件名 金額（ 百万円）

2

業務内容 委託先

金額（ 百万円）

3

業務内容 委託先

業務委託の件名 金額（ 百万円）

問16

用地取得事務を 行う にあたり 、 補償コ ンサルタ ント 等の外部に業務を 委託し ていますか。

問１ ６ で「 ①」 の場合にお答え下さ い。 補償コ ンサルタ ント 等の外部に業務委託を 行っ た件名、 委託内
容、 契約金額、 委託先の別を 差し 障り のない範囲でお答えく ださ い。 （ 平成２ ９ 年度～平成３ ０ 年度実
績。 委託内容１ つにつき 、 代表的な事例を １ つ記入）
※「 等」 については、 弁護士、 司法書士、 土地家屋調査士、 行政書士、 不動産鑑定士を 含みます。

委託先で⑧を 選択し た場合、 上記１ ～６ の内、 該当番号を 記載し た上、 具体的な専門家・ 団
体の記入を お願いし ます。

業務内容で⑥を 選択し た場合、 上記１ ～６ の内、 該当番号を 記載し た上、 業務内容の記入を
お願いし ます。

業務委託の件名 金額（ 百万円）

4

業務内容 委託先

業務内容 委託先

業務委託の件名
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アンケート は以上と なり ます。
御協力いただき あり がと う ございまし た。

問18

　 補償コ ンサルタ ント 等の外部に業務委託を 行っ ている場合は、 その理由、 考え方について記入し てく
ださ い。 また、 外部に業務委託を 行っ ていない場合にも 、 その理由等について記入し て下さ い。
（ 業務委託を 行っ ている場合の記入例： 多数相続により 相続調査及び相続人探索が困難であると 想定さ
れる土地が確認さ れた場合に業務委託を 行っ ている。 ）
（ 業務委託を 行っ ていない場合の記入例： 職員自ら 対応するこ と が可能であるため。 業務委託にかかる
予算上の手当てができ ていないため。 ）

問19

その他用地取得事務全般に関するご意見ご要望があれば記入し てく ださ い。
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所有者不明土地法等に関する連続実務セミナー（第１回） 

「所有者不明土地法について」 

１． 日時 

令和元年５月１７日（金）午前の部 １０時００分～１２時００分 

午後の部 １４時００分～１６時００分 

令和元年５月２３日（木） １４時００分～１６時００分 

２． 場所 

さいたま新都心合同庁舎１号館 ２F 講堂 

（埼玉県さいたま市中央区新都心１－１） 

３． 聴講対象者 

国土交通省関東地方整備局職員、関東地区所有者不明土地等に関する連携協議会会

員及び管内市区町村の担当職員 

４． 実施内容 

所有者不明土地法について説明致します。 

５． タイムスケジュール 

５月１７日（金） 午前の部 

開 演：１０時００分  

講 演：１０時００分～１２時００分 

閉 演：１２時００分 

５月１７日（金）午後の部及び５月２３日（木） 

開 演：１４時００分 

講 演：１４時００分～１６時００分 

閉 演：１６時００分 

※カメラ撮影等は、冒頭から講演開始まで可能です。
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